


























給付費の返還に係る考え方 

   次のような場合については本来，請求権が発生しないと考えられ，給付費の全

額返還もあり得るので，十分留意すること。 

① 事業者指定当初から人員基準を満たしていなかった場合。（虚偽の指定申請）

② 人員基準はあるが減算の規定がないサービス提供責任者等の職種につい

て，実地指導等の際に人員基準違反が確認され，改善の指導を行ったにもかか

わらず，指導に従わず改善されていない場合。 

※ 必要となる職種に対して，全く人員を配置していない場合には，原則，最

初に確認された時点で全額返還を指示する。 

③ 実地指導等において，減算規定がある生活支援員等の職種の人員基準違反が

確認され，自主返還が生じた事業所であって，指導に従わず改善されていない

場合。 

 ※ 必要となる職種に対して，全く人員を配置していない場合には，原則，最

初に確認された時点で全額返還を指示する。 

④ 給付費請求の根拠となる個別支援計画が未作成又は運営基準に規定する個別

支援計画の作成に係る一連の手続を適切に行っていないことが確認された場

合。 

※ 悪質なケースは，不正利得の徴収として，障害者の日常生活及び社会生活を

総合的に支援するための法律第８条第２項，児童福祉法第５７条の２第２項及

び第５項に基づき，返還させる額に１００分の４０を乗じて得た額を支払わせ

るとともに，詐欺罪（刑法第２４６条）に該当する場合には告発を行う。 

◎刑法 

（詐欺）  

 第２４６条 人を欺いて財物を交付させた者は，１０年以下の懲役に処する。

 ２ 前項の方法により財産上不法の利益を得，又は他人にこれを得させた者

も，同項と同様とする。 
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０１実 地 指 導 時 準 備 書 類 一 覧（京都市） 

＜障害福祉対象サービス＞ 

 居宅介護，重度訪問介護，同行援護，行動援護，重度障害者等包括支援 

１ 提出書類（写し。それぞれ１部ずつ） 

（１）運営規程 

（２）重要事項説明書，パンフレット，契約書の様式等 

（３）従業者の勤務体制及び勤務形態一覧表（別添）（勤務実績を記載したもの） 

  ＊実地指導月の前月・前々月分を基本とする。※ 

（４）組織体制図（職種が確認できる職員名簿でも可） 

（５）サービスの提供に関する調書（別添） 

（６）直近に届け出た事業所の平面図 

２ 提示書類 

（１）勤務体制及び介護給付費の請求状況等を確認するための書類 

  ア 従業者の勤務関係書類 

   ・出勤簿，タイムカード等の勤務実績が分かる資料  ・シフト表等の勤務形態が分かる資料 

   ＊実地指導月の前月・前々月分を基本とする。※ 

・従業員の健康診断結果が分かる資料  ・給与台帳（直近１年分）  

  イ 資格証（写しでも可） 

   ＊ア及びイは，上記１（３）勤務形態一覧表に記載の従業者について御用意ください。 

  ウ 特定事業所加算（前年度（３月を除く。）職員の割合，重度障害者の割合等）の算定に係る挙証資

料 

  エ 福祉・介護職員処遇改善（特別）加算の算定に係る各要件を満たしていることが分かる資料 

  オ 緊急時，事故発生時，苦情対応，衛生管理等のマニュアル 

  カ 苦情処理，事故発生時（ヒヤリハット含む）における対応状況の分かる資料 

  キ 研修の実施状況が分かる資料（虐待防止の研修記録等） 

  ク 従業者に対する秘密保持の措置，利用者等の個人情報の提供に関する同意が分かる書類等 

  ケ 介護給付費請求書，介護給付費明細書（国保連請求控え） 

  コ 請求書，領収書及び代理受領通知書の控え 

   ＊ケ及びコは，実地指導月の前月・前々月分を基本とする。※ 

  サ 直近の決算書類（貸借対照表，損益計算書等） 

（２）自主点検表（直近分） 

（３）障害福祉サービスの提供を確認するための書類 

  ア 居宅介護等計画書（アセスメント，モニタリング記録含む），サービス提供票 

  イ サービス提供の記録 

 ※実地指導日が毎月１０日までの場合は，前々月，前々々月分でも可。 

・「１ 提出書類」に記載の資料の写しについては，当日，提出してください。 

・「２ 提示書類」に記載の資料については，必要に応じて写しの提出を求めることがあります。 

・その他必要に応じて，別途資料を求めることがあります。

「１ 提出書類」のうち，下線を付した書類については，京都市情報館ホームページに掲載している

様式により編集可能です。 

 http://www.city.kyoto.lg.jp/menu3/category/46-5-2-0-0-0-0-0-0-0.html

０１サービスの提供に関する調書（京都市） 

＜障害福祉対象サービス＞  ＊該当するサービスを○で囲んでください 

 居宅介護，重度訪問介護，同行援護，行動援護，重度障害者等包括支援 

項目 対応方法等 マニュアル等の有無

①居宅介護計画

 の作成状況等

▽サービス提供責任者職・氏名

▽計画作成担当者職・氏名

▽計画作成状況     名中    名

▽計画の見直し時期の考え方

②緊急時等の対

 応

▽利用者の病状急変等における対応
有：作成（直近改定）年月日

   年  月  日

  連絡体制の有無（有・無）

無

③衛生管理等 ▽感染症対策

▽設備，備品の衛生対策

有：作成（直近改定）年月日

   年  月  日

無

④秘密保持等 ▽従業者に対する秘密保持の措置

▽従業者であった者に対する秘密保持の措置

▽利用者及びその家族の個人情報の提供に関する書面による同意の取組の有無

従業者の誓約書

有 ・ 無

利用者及びその家族の同意書

有 ・ 無

⑤苦情処理体制 ▽苦情受付窓口設置の有無

▽具体的な処理体制（特に，苦情をサービスの向上に繋げているか）

有：作成（直近改定）年月日

   年  月  日

無

⑥事故発生時の

 対応

▽事故発生時の具体的な連絡先

▽事故発生時の対応方法（特に，事故の再発生を防ぐための対策をどのように

 しているか）

有：作成（直近改定）年月日

   年  月  日

  連絡体制の有無（有・無）

無

損害賠償保険への加入の有無

（ 有・ 無）

⑦虐待防止 ▽虐待の防止のための措置の内容

▽具体的な実施状況（研修の開催頻度 等）
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０２ 実 地 指 導 時 準 備 書 類 一 覧 （京都市） 

＜障害福祉対象サービス＞ 

 生活介護， 自立訓練（機能訓練）， 自立訓練（生活訓練）， 就労移行支援， 

 就労継続支援Ａ型， 就労継続支援Ｂ型 

１ 提出書類（写し。それぞれ１部ずつ） 

（１）運営規程 

（２）重要事項説明書，パンフレット，契約書の様式等 

（３）従業者の勤務体制及び勤務形態一覧表（別添）（勤務実績を記載したもの） 

  ＊実地指導月の前月・前々月分を基本とする。※ 

（４）組織体制図（職種が確認できる職員名簿でも可） 

（５）サービスの提供に関する調書（別添） 

（６）＜生活介護＞平均障害支援区分・利用者数に関する調書，利用時間算定シート（別添） 

   ＜その他サービス＞障害福祉サービス事業所における利用者数に関する調書（別添） 

（７）直近に届け出た事業所の平面図 

２ 提示書類 

（１）勤務体制及び介護給付費の請求状況等を確認するための書類 

  ア 従業者の勤務関係書類 

   ・出勤簿，タイムカード等の勤務実績が分かる資料  ・シフト表等の勤務形態が分かる資料 

   ・従業員の健康診断結果が分かる資料  ・給与台帳（直近１年分） 

  イ 資格証（写しでも可） 

   ＊ア及びイは，上記１（３）勤務形態一覧表に記載の従業者について御用意ください。 

  ウ 福祉専門職員配置等加算等の算定に係る従業者の割合等が分かる資料 

  エ 基本報酬の算定根拠がわかる資料（就労移行支援，Ａ型，Ｂ型） 

  オ 福祉・介護職員処遇改善（特別）加算の算定に係る各要件を満たしていることが分かる資料 

  カ 緊急時，事故発生時，苦情対応，衛生管理等のマニュアル 

  キ 苦情処理，事故発生時（ヒヤリハット含む）における対応状況の分かる資料 

  ク 研修の実施状況が分かる資料（虐待防止の研修記録等） 

  ケ 従業者に対する秘密保持の措置，利用者等の個人情報の提供に関する同意が分かる書類等 

  コ 非常災害に対する対応計画（消防計画，風水害に対処する計画等） 

  サ 消火・避難訓練の実施状況が分かる資料 

  シ 介護給付費請求書，介護給付費明細書（国保連請求控え） 

  ス 請求書，領収書及び代理受領通知書の控え 

   ＊シ及びスは，実地指導月の前月・前々月分を基本とする。※ 

  セ 直近の決算書類（貸借対照表，損益計算書等） 

  ソ （就労系のみ）就労支援事業会計をその他の事業会計と区分していることが分かる資料 

  タ （Ａ型のみ）就労支援事業別事業活動明細書 

＊参照「就労支援の事業の会計処理の基準」（平成18 年10月2日付け社援発第1002001号 厚労省社会・援護局長通知）

（２）自主点検表（直近分） 

（３）障害福祉サービスの提供を確認するための書類 

  ア 個別支援計画（アセスメント，モニタリング記録含む），実績記録票 

  イ サービス提供の記録 

  ウ 利用者の雇用契約書（雇用契約締結利用者分） 

  エ 利用者の出勤簿，タイムカード等の勤務の状況が分かる資料 

  オ 利用者の生産活動の収入，経費及び利用者の賃金・工賃支払実績が分かる資料（給料明細等） 

   ＊エ及びオは，実地指導月の前月・前々月分を基本とする。※ 

・「１ 提出書類」に記載の資料の写しについては，当日，提出してください。 

・「２ 提示書類」に記載の資料については，必要に応じて写しの提出を求めることがあります。 

・その他必要に応じて，別途資料を求めることがあります。

「１ 提出書類」のうち，下線を付した書類については，京都市情報館ホームページに掲載している

様式により編集可能です。 

 http://www.city.kyoto.lg.jp/menu3/category/46-5-2-0-0-0-0-0-0-0.html

０２ サービスの提供に関する調書（京都市）

＜障害福祉対象サービス＞  ＊該当するサービスを○で囲んでください 

 生活介護， 自立訓練（機能訓練）， 自立訓練（生活訓練）， 就労移行支援， 

 就労継続支援Ａ型， 就労継続支援Ｂ型 

項目 対応方法等 マニュアル・計画等の有無

①個別支援計画 

 の作成状況等

▽サービス管理責任者職・氏名

▽計画作成状況     名中    名

▽計画の見直し時期の考え方

②緊急時等の対

 応

▽利用者の病状急変等における対応 有：作成（直近改定）年月日

   年  月  日

無

③衛生管理等 ▽感染症対策

▽設備，備品の衛生対策

有：作成（直近改定）年月日

   年  月  日

無

④秘密保持等 ▽従業者及び従業者であった者に対する秘密保持の措置

▽利用者及びその家族の個人情報の提供に関する書面による同意の取組の有無

従業者の誓約書

有 ・ 無

利用者及びその家族の同意書

有 ・ 無

⑤苦情処理体制 ▽苦情受付窓口設置の有無

▽具体的な処理体制（特に，苦情をサービスの向上に繋げているか）

有：作成（直近改定）年月日

   年  月  日

無

⑥事故発生時の

 対応

▽事故発生時の具体的な連絡先

▽事故発生時の対応方法（特に，事故の再発生を防ぐための対策をどのように

 しているか）

有：作成（直近改定）年月日

   年  月  日

無

損害賠償保険への加入の有無

（ 有・ 無）

⑦非常災害対策 ▽災害発生時の通報・連絡体制

▽災害発生時の対応方法

▽消火・避難訓練の実施状況

消防計画 ・ 風水害に対処する計画

有：作成（直近改定）年月日

   年  月  日

無

⑧虐待防止 ▽虐待の防止のための措置の内容

▽具体的な実施状況（研修の開催頻度 等）

⑨身体拘束廃止

 に向けた取組

 状況

▽身体拘束該当事例の有無及び概要並びに件数
記録の有・無

2
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０３ 実 地 指 導 時 準 備 書 類 一 覧（京都市） 

＜対象サービス＞ 

 地域相談支援（地域移行支援・地域定着支援），計画相談支援，障害児相談支援，就労定着支援， 

自立生活援助 

１ 提出書類（写し。それぞれ１部ずつ） 

（１）運営規程 

（２）重要事項説明書，パンフレット，契約書の様式等 

（３）従業者の勤務体制及び勤務形態一覧表（別添）（勤務実績を記載したもの） 

  ＊実地指導月の前月・前々月分を基本とする。※ 

（４）組織体制図（職種が確認できる職員名簿でも可） 

（５）サービスの提供に関する調書（別添） 

（６）直近に届け出た事業所の平面図 

２ 提示書類 

（１）勤務体制及び介護給付費の請求状況等を確認するための書類 

  ア 従業者の勤務関係書類 

   ・出勤簿，タイムカード等の勤務実績が分かる資料 

   ・シフト表等の勤務形態が分かる資料 

   ・従業員の健康診断結果が分かる資料 

   ・給与台帳（直近１年分） 

  イ 資格証（写しでも可） 

   ＊ア及びイは，上記１（３）勤務形態一覧表に記載の従業者について御用意ください。 

  ウ 緊急時，事故発生時，苦情対応，衛生管理等のマニュアル 

  エ 苦情処理，事故発生時（ヒヤリハット含む）における対応状況の分かる資料 

  オ 研修の実施状況が分かる資料（虐待防止の研修記録等） 

  カ 従業者に対する秘密保持の措置，利用者等の個人情報の提供に関する同意が分かる書類等 

  キ 介護給付費等請求書，介護給付費等明細書（国保連請求明細控え） 

  ク 請求書，領収書及び代理受領通知書の控え 

   ＊キ及びクは，実地指導月の前月・前々月分を基本とする。※ 

  ケ 直近の決算書類（貸借対照表，損益計算書等） 

（２）自主点検表（直近分） 

（３）障害福祉サービスの提供を確認するための書類 

  ア サービス等利用計画，個別支援計画（アセスメント，モニタリング記録含む） 

  イ サービス提供の記録 

  ウ 実績記録票（地域移行支援，地域定着支援，就労定着支援，自立生活援助のみ） 

※実地指導日が毎月１０日までの場合は，前々月，前々々月分でも可。 

・「１ 提出書類」に記載の資料の写しについては，当日，提出してください。 

・「２ 提示書類」に記載の資料については，必要に応じて写しの提出を求めることがあります。 

・その他必要に応じて，別途資料を求めることがあります。

「１ 提出書類」のうち，下線を付した書類については，京都市情報館ホームページに掲載している

様式により編集可能です。 

 http://www.city.kyoto.lg.jp/menu3/category/46-5-2-0-0-0-0-0-0-0.html

０３ サービスの提供に関する調書（京都市）

＜対象サービス＞ 

 地域相談支援（地域移行支援・地域定着支援），計画相談支援，障害児相談支援，就労定着支援， 

 自立生活援助 

（事業種別：         ）

項目 対応方法等 マニュアル等の有無

①サービス計画

 の作成状況
▽現時点のサービス利用計画作成件数                件

▽相談支援専門員１名当たりの担当件数               件

▽計画の見直し時期の考え方

②秘密保持等 ▽従業者に対する秘密保持の措置

▽従業者であった者に対する秘密保持の措置

▽利用者及びその家族の個人情報の提供に関する書面による同意の取組の有無

従業者の誓約書

有 ・ 無

利用者及びその家族の同意書

有 ・ 無

③苦情処理体制 ▽苦情受付窓口設置の有無

▽具体的な処理体制（特に，苦情をサービスの向上に繋げているか）

有：作成（直近改定）年月日

   年  月  日

無

④事故発生時の

 対応

▽事故発生時の具体的な連絡先

▽事故発生時の対応方法（特に，事故の再発生を防ぐための対策をどのように

 しているか）

有：作成（直近改定）年月日

   年  月  日

  連絡体制の有無（有・無）

無

損害賠償保険への加入の有無

（ 有・ 無）

⑤虐待防止 ▽虐待の防止のための措置の内容

▽具体的な実施状況（研修の開催頻度 等）
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０４ 実 地 指 導 時 準 備 書 類 一 覧（京都市） 

＜障害福祉対象サービス＞ 

 療養介護， 短期入所， 施設入所支援， 共同生活援助（介護サービス包括型，外部サービス利用

型，日中サービス支援型）  

１ 提出書類（写し。それぞれ１部ずつ） 

（１）運営規程 

（２）重要事項説明書，パンフレット，契約書の様式等 

（３）従業者の勤務体制及び勤務形態一覧表（別添）（勤務実績を記載したもの） 

  ＊実地指導月の前月・前々月分を基本とする。※ 

（４）組織体制図（職種が確認できる職員名簿でも可） 

（５）サービスの提供に関する調書（別添） 

（６）障害福祉サービス事業所における利用者数に関する調書（別添） 

（７）直近に届け出た事業所の平面図 

２ 提示書類 

（１）勤務体制及び介護給付費の請求状況等を確認するための書類 

  ア 従業者の勤務関係書類（出勤簿，タイムカード等の勤務の状況が分かる資料） 

   ・出勤簿，タイムカード等の勤務実績が分かる資料 

   ・シフト表等の勤務形態が分かる資料 

   ・従業員の健康診断結果が分かる資料 

   ・給与台帳（直近１年分） 

  イ 資格証（写しでも可） 

   ＊ア及びイは，上記１（３）勤務形態一覧表に記載の従業者について御用意ください。 

  ウ 福祉専門職員配置等加算等の算定に係る従業者の割合等が分かる資料 

  エ 福祉・介護職員処遇改善（特別）加算の算定に係る各要件を満たしていることが分かる資料 

  オ 緊急時，事故発生時，苦情対応，衛生管理等のマニュアル 

  カ 苦情処理，事故発生時（ヒヤリハット含む）における対応状況の分かる資料 

  キ 研修の実施状況が分かる資料（虐待防止の研修記録等） 

  ク 従業者に対する秘密保持の措置，利用者等の個人情報の提供に関する同意が分かる書類等 

  ケ 非常災害に対する対応計画（消防計画，風水害に対処する計画等） 

  コ 消火・避難訓練の実施状況が分かる資料 

  サ 介護給付費請求書，介護給付費明細書（国保連請求控え） 

  シ 請求書，領収書及び代理受領通知書の控え 

   ＊サ及びシは，実地指導月の前月・前々月分を基本とする。※ 

  ス 直近の決算書類（貸借対照表，損益計算書等） 

（２）自主点検表（直近分） 

（３）障害福祉サービスの提供を確認するための書類 

  ア 個別支援計画（アセスメント，モニタリング記録含む），実績記録票 

  イ サービス提供の記録 

 ※実地指導日が毎月１０日までの場合は，前々月，前々々月分でも可。 

・「１ 提出書類」に記載の資料の写しについては，当日，提出してください。 

・「２ 提示書類」に記載の資料については，必要に応じて写しの提出を求めることがあります。 

・その他必要に応じて，別途資料を求めることがあります。

「１ 提出書類」のうち，下線を付した書類については，京都市情報館ホームページに掲載している

様式により編集可能です。 

 http://www.city.kyoto.lg.jp/menu3/category/46-5-2-0-0-0-0-0-0-0.html

０４ サービスの提供に関する調書（京都市） 

＜障害福祉対象サービス＞  ＊該当するサービスを○で囲んでください 

 療養介護， 短期入所， 施設入所支援， 共同生活援助（介護サービス包括型，外部サービス利用

型，日中サービス支援型） 

項目 対応方法等 マニュアル等の有無

①個別支援計画

 の作成状況等

▽サービス管理責任者職・氏名

▽計画作成状況     名中    名

▽計画の見直し時期の考え方

②緊急時等の対

 応

▽利用者の病状急変等における対応（特に夜間における対応はどうか） 有：作成（直近改定）年月日

   年  月  日

無

③衛生管理等 ▽感染症対策

▽設備，備品の衛生対策

有：作成（直近改定）年月日

   年  月  日

無

④秘密保持等 ▽従業者に対する秘密保持の措置

▽従業者であった者に対する秘密保持の措置

▽利用者及びその家族の個人情報の提供に関する書面による同意の取組の有無

従業者の誓約書

有 ・ 無

利用者及びその家族の同意書

有 ・ 無

⑤苦情処理体制 ▽苦情受付窓口設置の有無

▽具体的な処理体制（特に，苦情をサービスの向上に繋げているか）

有：作成（直近改定）年月日

   年  月  日

無

⑥事故発生時の

 対応

▽事故発生時の具体的な連絡先

▽事故発生時の対応方法（特に，事故の再発生を防ぐための対策をどのように

 しているか）

有：作成（直近改定）年月日

   年  月  日

無

損害賠償保険への加入の有無

（ 有・ 無）

⑦非常災害対策 ▽災害発生時の通報・連絡体制

▽災害発生時の対応方法

▽消火・避難訓練の実施状況

消防計画 ・ 風水害に対処する計画

有：作成（直近改定）年月日

   年  月  日

無

⑧虐待防止 ▽虐待の防止のための措置の内容

▽具体的な実施状況（研修の開催頻度 等）

⑨身体拘束廃止

 に向けた取組

 状況

▽身体拘束該当事例の有無及び概要並びに件数
記録の有・無

3
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定員（Ｂ）

日付 1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12 13 14 15 16 17 18 19 20 21 22 23 24 25 26 27 28

曜日

＊９　「常勤換算後の人数（Ｑ）」＝「週平均の勤務時間（Ｐ）の合計」　÷　「１週間に当該事業所・施設における常勤職員の勤務すべき時間数（Ｒ）」

＊６　「勤務形態（Ｅ）」欄は，①常勤・専従，②常勤・兼務，③非常勤・専従，④非常勤・兼務のいずれかを記載するとともに，加算等に係る職員の加配を区分したうえで，それぞれ１日当たりの勤務
　　時間を記載してください。

＊７　「前年度の平均実利用者数（Ｇ）」の算出に当たっては小数点第二位以下を切り上げ，「常勤換算後の人数（Ｑ）」の算出に当たっては小数点第二以下を切り捨ててください。

＊８　「該当する体制等（Ｊ）」欄は，京都市へ届け出ている体制加算等の内容を記載してください。

サービス提供時間（Ｓ）

＊１　各事業所・施設において使用している勤務割表等（変更の届出の場合は変更後の予定勤務割表等）により，届出の対象となる従業者の職種，勤務形態，氏名，当該業務の勤務時間及び看護職員と介
護職員の配置状況（関係する場合）が確認できる場合は，その書類をもって本一覧表として提出いただいても結構です。

＊２　本表は，サービスの種類ごとに，実地指導月の前月・前々月分の実績で作成してください。

＊３　「第１週（Ｋ）」から「第４週（Ｎ）」の「曜日」欄に，曜日を記載してください。

＊４　「人員配置区分（Ｃ）」欄は，報酬算定上の区分を記載してください。

＊５　「職種（Ｄ）」欄は，直接サービス提供職員に係る職種を記載してください。

第４週（Ｎ）
４週の
合計
（Ｏ）

週平均
の勤務
時間
（Ｐ）

常勤換
算後の
人数
（Ｑ）

合　　計

　　　　　１週間に当該事業所・施設における常勤職員の勤務すべき時間数（Ｒ）

人員配置区分（Ｃ） 該当する体制等（Ｊ）

職種
（Ｄ）

勤務形態
（Ｅ）

氏名
（Ｆ）

第１週（Ｋ） 第２週（Ｌ） 第３週（Ｍ）

（障害福祉サービス）　　　　　　　　　従業者の勤務の体制及び勤務形態一覧表（京都市）　　　　　　　　　　　　　　　　　　

サービス種類（Ａ） 事業所・施設名（Ｈ）

前年度の平均実利用者数（Ｇ） 基準上の必要職員数（Ｉ）

実績

定員（Ｂ）

日付 1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12 13 14 15 16 17 18 19 20 21 22 23 24 25 26 27 28

曜日 月 火 水 木 金 土 日 月 火 水 木 金 土 日 月 火 水 木 金 土 日 月 火 水 木 金 土 日

生活支援員 常勤・専従 佐藤太郎 8 8 8 8 8 8 8 8 8 8 8 8 8 8 8 8 8 8 8 8 160 40.0

生活支援員 常勤・専従 山本次郎 8 8 8 8 8 8 8 8 8 8 8 8 8 8 8 8 8 8 8 8 160 40.0

生活支援員 常勤・専従 田中花子 8 8 8 8 8 8 8 8 8 8 8 8 8 8 8 8 8 8 8 8 160 40.0

看護師 常勤・兼務 鈴木和子 8 8 8 8 8 8 8 8 8 8 8 8 8 8 8 8 8 8 8 8 160 40.0

生活支援員 非常勤・兼務 渡辺三郎 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 64 16.0

理学療法士 非常勤・専従 高橋史郎 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 48 12.0

0 0.0

（加算分） 0 0.0

生活支援員 常勤・専従 伊藤五郎 8 8 8 8 8 8 8 8 8 8 8 8 8 8 8 8 8 8 8 8 160 40.0

48 44 48 40 48 0 0 48 44 48 40 48 0 0 48 44 48 40 48 0 0 48 44 48 40 48 0 0 912 228.0 5.7

40

8 8 8 8 8 8 8 8 8 8 8 8 8 8 8 8 8 8 8 8 160

＊９　「常勤換算後の人数（Ｑ）」＝「週平均の勤務時間（Ｐ）の合計」　÷　「１週間に当該事業所・施設における常勤職員の勤務すべき時間数（Ｒ）」

＊６　「勤務形態（Ｅ）」欄は，①常勤・専従，②常勤・兼務，③非常勤・専従，④非常勤・兼務のいずれかを記載するとともに，加算等に係る職員の加配を区分したうえで，それぞれ１日当たりの勤務
　　時間を記載してください。

＊７　「前年度の平均実利用者数（Ｇ）」の算出に当たっては小数点第二位以下を切り上げ，「常勤換算後の人数（Ｑ）」の算出に当たっては小数点第二以下を切り捨ててください。

＊８　「該当する体制等（Ｊ）」欄は，京都市へ届け出ている体制加算等の内容を記載してください。

サービス提供時間（Ｓ）

＊１　各事業所・施設において使用している勤務割表等（変更の届出の場合は変更後の予定勤務割表等）により，届出の対象となる従業者の職種，勤務形態，氏名，当該業務の勤務時間及び看
    護職員と介護職員の配置状況（関係する場合）が確認できる場合は，その書類をもって本一覧表として提出いただいても結構です。

＊２　本表は，サービスの種類ごとに，実地指導月の前月・前々月分の実績で作成してください。

＊３　「第１週（Ｋ）」から「第４週（Ｎ）」の「曜日」欄に，曜日を記載してください。

＊４　「人員配置区分（Ｃ）」欄は，報酬算定上の区分を記載してください。

＊５　「職種（Ｄ）」欄は，直接サービス提供職員に係る職種を記載してください。

第４週（Ｎ）
４週の
合計
（Ｏ）

週平均
の勤務
時間
（Ｐ）

常勤換
算後の
人数
（Ｑ）

合　　計

　　　　　１週間に当該事業所・施設における常勤職員の勤務すべき時間数（Ｒ）

人員配置区分（Ｃ） Ｘ型（６：１） 該当する体制等（Ｊ） 視覚・聴覚等支援体制

職種
（Ｄ）

勤務形態
（Ｅ）

氏名
（Ｆ）

第１週（Ｋ） 第２週（Ｌ） 第３週（Ｍ）

（障害福祉サービス）　　　　　　　　　従業者の勤務の体制及び勤務形態一覧表（京都市）

サービス種類（Ａ） 生活介護 事業所・施設名（Ｈ） 生活介護事業所○○○○

30 前年度の平均実利用者数（Ｇ） 28 基準上の必要職員数（Ｉ） 4.7

記載例
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４月 ５月 ６月 ７月 ８月 ９月 １０月 １１月 １２月 １月 ２月 ３月 合計

①

区分２ ② （区分２合計人数×２）

区分３ ③ （区分３合計人数×３）

区分４ ④ （区分４合計人数×４）

区分５ ⑤ （区分５合計人数×５）

区分６ ⑥ （区分６合計人数×６）

⑦

区分２ 区分３ 区分４ 区分５ 区分６

算定数値 算定数値 算定数値 算定数値 算定数値

② ③ ④ ⑤ ⑥

＋ ＋ ＋ ＋

（小数点２位四捨五入）

合計人数①

÷ ＝ 人（小数点２位以下切り上げ）

◆利用者の数
　（前年度の平均）

平均障害
支援区分

開所日数

算出期間：　　　　年　　　　月　～　　　　　年　　　　月

＊７　生活介護の対象に該当する者は、次のとおりですので、御注意ください。

ア　施設入所支援の利用者のうち，５０歳未満の場合　　　区分４以上

イ　施設入所支援の利用者のうち，５０歳以上の場合　　　区分３以上

ウ　施設入所支援の利用者以外のもののうち，５０歳未満の場合　　　区分３以上

エ　施設入所支援の利用者以外のもののうち，５０歳以上の場合　　　区分２以上

事業所名：　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 定員：　　　　　　　　　　　　名

合計人数①

平均障害支援区分・利用者数に関する調書　　＜対象事業種別：生活介護＞

総延べ利用者数

＊４　「総延べ利用者数」欄には，当該月における区分２～６の利用者の述べ利用者数の合計を入れてください。

＊５　「合計人数」欄には，４～３月の総延べ利用者数の合計を入れてください。

◆平均障害支援
　区分の算出

開所日数の計⑦

算定数値

＊６　「算定数値」欄には，各障害支援区分の合計人数に当該障害支援区分の数字（２～６）を乗じた数を入れてください。

＝

＊１　ほかに同等の内容が把握できる資料がある場合は，その資料をもって本調書として提出いただいても結構です。

＊２　実地指導年度の前年度分を作成してください。（平成３１年４月以降に実地指導の場合→平成３０年度分を作成）

＊３　「区分２」～「区分６」の各区分ごとの欄には，当該月における該当する障害支援区分ごとの利用者の述べ利用者数を入れてください。

４月 ５月 ６月 ７月 ８月 ９月 １０月 １１月 １２月 １月 ２月 ３月 合計

305 305 305 305 305 305 305 305 305 305 305 305  3,660① 

区分２ 15 15 15 15 15 15 15 15 15 15 15 15 180 360② （区分２合計人数×２）

区分３ 100 100 100 100 100 100 100 100 100 100 100 100 1200 3,600③ （区分３合計人数×３）

区分４ 40 40 40 40 40 40 40 40 40 40 40 40 480 1,920④ （区分４合計人数×４）

区分５ 100 100 100 100 100 100 100 100 100 100 100 100 1200 6,000⑤ （区分５合計人数×５）

区分６ 50 50 50 50 50 50 50 50 50 50 50 50 600 3,600⑥ （区分６合計人数×６）

22 22 23 22 22 23 22 23 22 22 22 22 269⑦ 

区分２ 区分３ 区分４ 区分５ 区分６

算定数値 算定数値 算定数値 算定数値 算定数値

② ③ ④ ⑤ ⑥

360 ＋ 3,600 ＋ 1,920 ＋ 6,000 ＋ 3,600

（小数点２位四捨五入）

合計人数①

3,660 ÷ 269 ＝ 13.6 人（小数点２位以下切り上げ）

開所日数の計⑦

算定数値

＊６　「算定数値」欄には，各障害支援区分の合計人数に当該障害支援区分の数字（２～６）を乗じた数を入れてください。

3660

＝ 4.2

＊１　ほかに同等の内容が把握できる資料がある場合は，その資料をもって本調書として提出いただいても結構です。

＊２　実地指導年度の前年度分を作成してください。（平成３１年４月以降に実地指導の場合→平成３０年度分を作成）

＊３　「区分２」～「区分６」の各区分ごとの欄には，当該月における該当する障害支援区分ごとの利用者の延べ利用者数を入れてください。

事業所名：　生活介護事業所○○○　　　　　　　　　　　　　　　　 定員：　　　　　　　　　３０　名

合計人数①

平均障害支援区分・利用者数に関する調書　　＜対象事業種別：生活介護＞

総延べ利用者数

＊４　「総延べ利用者数」欄には，当該月における区分２～６の利用者の延べ利用者数の合計を入れてください。

＊５　「合計人数」欄には，４～３月の総延べ利用者数の合計を入れてください。

◆平均障害支援
　区分の算出

◆利用者の数
　（前年度の平均）

平均障害
支援区分

開所日数

算出期間：　　３０年　　　４月　～　　　３１年　　　３月

＊７　生活介護の対象に該当する者は、次のとおりですので、御注意ください。

ア　施設入所支援の利用者のうち，５０歳未満の場合　　　区分４以上

イ　施設入所支援の利用者のうち，５０歳以上の場合　　　区分３以上

ウ　施設入所支援の利用者以外のもののうち，５０歳未満の場合　　　区分３以上

エ　施設入所支援の利用者以外のもののうち，５０歳以上の場合　　　区分２以上
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障害福祉サービス事業所における利用者数に関する調書（京都市） 

療養介護・短期入所・施設入所支援・自立訓練（機能訓練）・自立訓練（生活訓練）・ 

        就労移行支援・就労継続支援Ａ型・就労継続支援Ｂ型・就労定着支援・自立生活援助 

共同生活援助（介護サービス包括型，外部サービス利用型，日中サービス支援型） 

       ＊該当するサービスを○で囲んでください

事業所名                算出期間：   年  月 ～   年  月

（定員       名）

 ＜人員配置の基礎となる利用者数＞ 

４月 ５月 ６月 ７月 ８月 ９月

延べ利用者数

開所日数

１０月 １１月 １２月 １月 ２月 ３月

延べ利用者数

開所日数

延べ利用者数

の計（Ａ）
人
開所日数の

計（Ｂ）
日 Ａ÷Ｂ 人

                            （小数点２位以下切り上げ）

＊１ 事業種別ごとに作成してください。（多機能型事業所においても，事業種別ごとに作成してください。）

   なお，他に同等の内容が把握できる資料がある場合は，その資料をもって本調書として提出いただいても結構です。

＊２ 実地指導年度の前年度分を作成してください。（平成３１年４月以降に実地指導の場合→平成３０年度分を作成）

＊３ 新たに事業を開始・再開した事業所で，前年度の実績が１年未満の場合（前年度実績が全くない場合も含む。）の利用

  者数については，次のとおりとしてください。

  ・新設又は増床，定員増の時点から６ヶ月未満の間は，利用定員の９０％を利用者数とする。

  ・新設又は増床，定員増の時点から６ヶ月以上１年未満の間は，直近の６ヶ月における全利用者の延べ数を当該６ヶ月

   間の開所日数で除して得た数とする。

  ・新設又は増床の時点から１年以上経過している場合は，直近１年間における全利用者の延べ数を当該１年間の開所日

   数で除して得た数とする。

  ・減少の場合には，減少後の実績が３ヶ月以上あるときは，減少後の利用者数の延べ数を当該３ヶ月間の開所日数で除

   して得た数とする。

＊４ 特定旧法指定施設が指定障害福祉サービス事業所等へ転換する場合の「前年度の平均値」については，当該指定等を

  申請した日の前日から直近１ヶ月間の全利用者の延べ数を当該１ヶ月間の開所日数で除して得た数とし，当該指定等後

  ３ヶ月間の実績により見直すことができることとします。

＊５ 療養介護，施設入所支援，宿泊型自立訓練又は共同生活援助に係る平均利用者数の算定に当たっては，入所等した日

を含み，退所等した日は含まないものとします。

＊６ 短期入所について，障害者支援施設等の併設型又は空床利用型の場合においては，当該施設に入所する利用者数を含

  めた数を利用者数としてください。

対

象

事 

業 

種 

障害福祉サービス事業所における利用者数に関する調書（京都市） 

療養介護・短期入所・施設入所支援・自立訓練（機能訓練）・自立訓練（生活訓練）・ 

        就労移行支援・就労継続支援Ａ型・就労継続支援Ｂ型・就労定着支援・自立生活援助 

共同生活援助（介護サービス包括型，外部サービス利用型，日中サービス支援型） 

       ＊該当するサービスを○で囲んでください

事業所名   ○○○○○         算出期間：  ３０年 ４月 ～  ３１年 ３月

（定員     ３０名）

 ＜人員配置の基礎となる利用者数＞ 

４月 ５月 ６月 ７月 ８月 ９月

延べ利用者数 575 570 577 571 580 569 

開所日数 22 22 23 22 23 23 

１０月 １１月 １２月 １月 ２月 ３月

延べ利用者数 580 566 566 568 583 578 

開所日数 22 23 22 22 22 23 

延べ利用者数

の計（Ａ）
6,883人 開所日数の

計（Ｂ）
269日 Ａ÷Ｂ 25.6人

※就労定着支援，自立生活援助については，（Ｂ）は開所月数の計になる。 （小数点２位以下切り上げ）

＊１ 事業種別ごとに作成してください。（多機能型事業所においても，事業種別ごとに作成してください。）

   なお，他に同等の内容が把握できる資料がある場合は，その資料をもって本調書として提出いただいても結構です。

＊２ 実地指導年度の前年度分を作成してください。（平成３１年４月以降に実地指導の場合→平成３０年度分を作成）

＊３ 新たに事業を開始・再開した事業所で，前年度の実績が１年未満の場合（前年度実績が全くない場合も含む。）の利用

  者数については，次のとおりとしてください。

・新設又は増床，定員増の時点から６ヶ月未満の間は，利用定員の９０％を利用者数とする。

（就労定着支援については，便宜上，生活介護，自立訓練，就労移行支援又は就労継続支援を受けた後に一般就労（就

労継続支援Ａ型事業所への移行は除く。）し，就労を継続している期間が 6月に達した者の数の過去 3年間の総数の７
０％を利用者数とする。）

 （自立生活援助については，指定申請書類の利用者の推定数の 90％を利用者数とする。）
 ・新設又は増床，定員増の時点から６ヶ月以上１年未満の間は，直近の６ヶ月における全利用者の延べ数を当該６ヶ月間

の開所日数（就労定着支援，自立生活援助については，6）で除して得た数とする。
 ・新設又は増床の時点から１年以上経過している場合は，直近１年間における全利用者の延べ数を当該１年間の開所日数

（就労定着支援，自立生活援助については，12）で除して得た数とする。
 ・減少の場合には，減少後の実績が３ヶ月以上あるときは，減少後の利用者数の延べ数を当該３ヶ月間の開所日数で除し

て得た数とする。

＊４ 療養介護，施設入所支援，宿泊型自立訓練又は共同生活援助に係る平均利用者数の算定に当たっては，入所等した日

を含み，退所等した日は含まないものとします。

＊５ 短期入所について，障害者支援施設等の併設型又は空床利用型の場合においては，当該施設に入所する利用者数を含

  めた数を利用者数としてください。

対

象

事 

業 

種 
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月
日付 １ ２ ３ ４ ５ ６ ７ ８ ９ １０１１１２１３１４１５１６１７１８１９２０２１２２２３２４２５２６２７２８２９３０３１
曜日

1 0.0
2 0.0
3 0.0
4 0.0
5 0.0
6 0.0
7 0.0
8 0.0
9 0.0
10 0.0
11 0.0
12 0.0
13 0.0
14 0.0
15 0.0
16 0.0
17 0.0
18 0.0
19 0.0
20 0.0

0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

※ ほかに同等の内容が把握できる資料がある場合は，その資料をもって本算定シートとして提出いただいても結構です。

生活介護利用者の利用時間算定シート
法人名 事業所名

利用者氏名
月

計

利用者数

利用時間 合計 ÷ =

【減算の内容，作成の留意事項等】
1
2
3
4
5
6
7
8
9
10
11
12
13
14
15
16
17
18
19
20

※各利用者の合計利用時間÷各利用者の合計日数＝利用者ごとの1日当たりの平均利用時間。

月 月 月

※①÷②が100分の50以上であれば短時間利用減算適用。

短時間利用減算算出方法

合計

各利用者について，前３月における利用時間の合計時間を，利用日数で除して，利用日１日当たりの平均利用時間を算出。
当該月における，上記により算出した平均利用時間が５時間未満の利用者の延べ人数を，事業所の利用者の延べ人数で除する。

各利用者の合
計日数

月 月 月 月

利用者１日当た
りの平均利用時

①÷②
②事業所の延べ人数
①平均利用時間が5時間未満の利用者の延べ人数

※ 利用時間が5時間未満の利用者等の割合が，事業所の利
用者全体の100分の50以上に該当・・・所定単位数の30％減
算。
※ 利用時間には，送迎のみを実施する時間は含まれないもので
あること。
※ 利用時間が5時間未満の利用者の割合の算定に当たって
は，やむを得ない事情により5時間未満の利用となった利用者を
除いても差し支えない。（なお，やむを得ない理由については，利
用者やその家族等の意向等が十分に勘案された上で，サービス担
当者会議において検討され，サービス等利用計画等に位置付けら
れていることが前提である。）
※ 送迎に長時間を要する利用者については，利用時間が5時間
未満の利用者の割合の算定から除いても差し支えない。
※ 送迎に長時間を要する利用者，やむを得ない理由につき，5
時間未満の割合の算定から外す利用者については，利用者名は
書くが，利用時間は書かないこと。
※ 短時間利用減算及び開所時間減算に該当する場合は，減
算となる単位数が大きい方についてのみ減算する。減算となる単位
数が同じ場合は，いずれか一方のみ減算する。
※ 必要に応じてマスは増やしてください。

利用者氏名

合計
延べ利用者
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 実 地 指 導 時 準 備 書 類 一 覧（京都市） 

＜対象サービス＞ 

 児童発達支援，放課後等デイサービス，保育所等訪問支援，福祉型障害児入所施設 

 医療型障害児入所施設，居宅訪問型児童発達支援 

１ 提出書類（写し。それぞれ１部ずつを事前に提出） 

（１） 運営規程 

（２） 重要事項説明書，パンフレット，契約書の様式等 

（３） 従業者の勤務体制及び勤務形態一覧表（別添）（勤務実績を記載したもの） 

   ＊実地指導月の前月・前々月分を基本とする。※1

（４） 組織体制図 

（５） サービスの提供に関する調書（別添） 

（６） 利用者数に関する調書（別添）※1 

＊実地指導月の前月・前々月分を基本とする。※1

（７） 医療的ケア児の利用日数等に関する調書（別添）※2 

＊実地指導月の前月・前々月分を基本とする。※1

（８） 医療的ケア児のサービス提供状況一覧表（別添）※2 

＊実地指導月の前月・前々月分を基本とする。※1

（９） 直近に届け出た事業所の平面図 

（１０）就業規則及び給与規程 

（１１）利用児童の一覧表（様式は任意。氏名が記載されているもの） 

※1 実地指導日が毎月２０日までの場合は，前々月，前々々月分でも可。 

※2 医療的ケア児がいる場合のみ提出してください。 

２ 提示書類（直近１年分） 

（１）勤務体制及び給付費の請求状況等を確認するための書類 

  ア 従業者の勤務関係書類 

   ・出勤簿，タイムカード等の勤務実績が分かる資料 

   ・シフト表等の勤務形態が分かる資料 

   ・雇用契約書 

   ・労働者名簿（労働基準法第107条） 

   ・賃金台帳（労働基準法第108条） 

   ・従業員の健康診断結果が分かる資料 

   ・時間外・休日労働に関する協定書（労働基準監督署に届け出ているもの） 

  イ 資格証（写しでも可） 

   ＊ア及びイは，上記１（３）勤務形態一覧表に記載の従業者についてご用意ください。 

  ウ 福祉専門職員配置等加算等の算定に係る従業者の割合等が分かる資料 

  エ 福祉・介護職員処遇改善（特定）加算の算定に係る各要件を満たしていることが分かる 

資料 

  オ 給付費請求書，給付費明細書（国保連請求控え） 

  カ 請求書及び領収書の控え 

   ＊オ及びカは，実地指導月の前月・前々月分を基本とする。※ 

  キ 緊急時，事故発生時，苦情対応，衛生管理等のマニュアル 

  ク 苦情処理，事故発生時（ヒヤリハット含む）における対応状況の分かる資料 

  ケ 研修の実施状況が分かる資料 

  コ 非常災害に対する対応計画（消防計画，風水害に対処する計画等） 

  サ 消火・避難訓練の実施状況が分かる資料   

  シ 毎日の利用者数が分かる書類，利用者一覧 

  ※ 実地指導日が毎月２０日までの場合は，前々月，前々々月分でも可。      裏面あり 

（２）自主点検表（直近分） 

（３）サービスの提供を確認するための書類 

  ア 個別支援計画（アセスメント，モニタリング等の記録含む），実績記録票 

  イ サービス提供の記録 

・「１ 提出書類」に記載の資料の写しについては，期日までに必ず提出してください。  

・「２ 提示書類」に記載の資料については，必要に応じて写しの提出を求めることがあります。 

・その他必要に応じて，別途資料を求めることがあります。 

「１ 提出書類」のうち，下線を付した書類については，京都市情報館ホームページに掲載している

様式により編集可能です。 

https://www.city.kyoto.lg.jp/hagukumi/page/0000190308.html
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 サービスの提供に関する調書（京都市）

＜対象サービス＞  ＊該当するサービスを○で囲んでください  

 児童発達支援，放課後等デイサービス，保育所等訪問支援，福祉型障害児入所施設 

 医療型障害児入所施設，居宅訪問型児童発達支援

項目 対応方法等 マニュアル等の有無

①個別支援計画 

 の作成状況等

▽児童発達支援管理責任者職・氏名

▽計画作成状況     名中    名

▽計画の見直し時期の考え方

②業務継続計画

の策定等

▽業務継続計画に従った必要な措置（従業員への周知方法，研修や訓練の開催

頻度 等）
業務継続計画の策定（有 ・ 無）

研修の記録（有 ・ 無）

訓練（シミュレーション）の記録

（有 ・ 無）

③衛生管理等 ▽感染症対策（感染対策委員会の開催頻度 等）

▽まん延防止のための具体的な取組（研修や訓練の開催頻度 等）

感染症及び食中毒の予防及びまん延

防 止 の た め の 指 針

（有 ・ 無） 

研修の記録（有 ・ 無） 

訓練（シミュレーション）の記録

（有 ・ 無）

④個人情報の取

扱い

▽従業者及び従業者であった者に対して個人情報保護に係る措置を講じている

か

▽利用者及びその家族の個人情報の提供に関する書面による同意の取組の有無

個人情報保護規程等の策定

（有 ・ 無）

従業者の誓約書

（有 ・ 無）

利用者及びその家族の同意書

（有 ・ 無）

⑤苦情処理体制 ▽苦情受付窓口設置の有（担当者名）無

▽具体的な処理体制（特に，苦情をサービスの向上に繋げているか）

苦情解決のためのマニュアル

（有 ・ 無）

⑥事故発生時の

 対応

▽事故発生時の具体的な連絡先

▽事故発生時の対応方法（特に，事故の再発生を防ぐための対策をどのように

 しているか）

事故防止のためのマニュアル 

（有 ・ 無）

ヒヤリハット記録（有 ・ 無）

事故発生時の記録（有 ・ 無）

⑦非常災害対策 ▽災害発生時の通報・連絡体制

▽災害発生時の対応方法

▽消火・避難訓練の実施状況

消防計画（有 ・ 無）

非常災害時計画（有 ・ 無）

避難確保計画（有・無）

消火訓練及び避難訓練記録

（有 ・ 無）

⑧虐待防止 ▽虐待の防止のための措置の内容（虐待防止委員会の開催頻度 等）

▽具体的な実施状況（虐待防止のための研修の開催頻度 等）

虐待防止責任者名及び職種：

研修の記録（有 ・ 無）

⑨身体拘束廃止

 に向けた取組

 状況

▽身体拘束等の適正化を図るための対策（身体拘束適正化検討委員会の開催頻

度 等）

▽身体拘束等の適正化を図るための具体的な取組（研修の開催頻度 等）

身体拘束等の適正化のための指針

（有 ・ 無）

研修の記録（有 ・ 無）

身体拘束を行った場合の記録

（有 ・ 無 ・ 該当なし）
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従業者の勤務の体制及び勤務形態一覧表（　　　年　　　月分）

職  　種 氏   名 1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12 13 14 15 16 17 18 19 20 21 22 23 24 25 26 27 28

＊

① ① ③ ② ④ ① ④

 備考１　本表は支援の種類ごとに作成してください。                                                                                                                      

 　　２　＊欄には，当該月の曜日を記載してください。                                                                                                                      

 　　３　申請する事業に係る従業者全員（管理者を含む。）について，４週間分の勤務すべき時間数を記載してください。勤務時間ごとに区分して番号を付し，その番号を記載してください。

当該事業所における勤務時間
① ② ③ ④ ⑤
⑥ ⑦ ⑧ ⑨
       (記載例－勤務時間　①８：３０～１７：００，②１６：３０～１：００，③０：３０～９：００，④休日)

 　　４　職種ごとに下記の勤務形態の区分の順にまとめて記載し，｢週平均の勤務時間｣については，職種ごとのＡの小計と，Ｂ～Ｄまでを加えた数の小計の行を挿入してください。

 　　　　　勤務形態の区分　Ａ：常勤で専従　Ｂ：常勤で兼務　Ｃ：常勤以外で専従　Ｄ：常勤以外で兼務

　 　５　当該事業所・施設に係る組織体制図を添付してください。

     ６「常勤換算後の人数」の算出に当たっては小数点第二以下を切り捨ててください。

　　　　７「常勤換算後の人数」＝「週平均の勤務時間」　÷　「１週間に当該事業所・施設における常勤職員の勤務すべき時間数」

支援の種類（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）
事業所名（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）

勤務
形態

第　１　週 第　２　週 第　３　週 第　４　週
４ 週 の
勤 務 時
間 合 計

週 平 均
の 勤 務
時 間

常 勤 換
算 後 の
人 数

※実績で記載してください。
（シフト表（予定）ではありません。）

         (記載例)

１週間に当該事業所・施設における常勤職員の勤務すべき時間数

従業者の勤務の体制及び勤務形態一覧表（　　　年　　　月分）

職  　種 氏   名 1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12 13 14 15 16 17 18 19 20 21 22 23 24 25 26 27 28

日 月 火 水 木 金 土

① ① ③ ② ④ ① ④

児童発達支
援管理責任
者兼管理者

B 京都　太郎 ⑤ ① ① ① ① ④ ①

児童指導員 A 　〇〇　〇〇 ⑤ ① ① ① ① ② ①
児童指導員 A □□　□□ ⑤ ① ② ① ① ① ④
保育士 A ⑤ ① ① ② ① ① ⑤
看護師 A ⑤ ① ① ① ① ② ①
児童指導員 C ⑤ ③ ⑤ ③ ③ ⑤ ①
その他従業
者 C ⑤ ③ ③ ③ ③ ③ ④

看護師 C ⑤ ④ ④ ④

 備考１　本表は支援の種類ごとに作成してください。                                                                                                                      

 　　２　＊欄には，当該月の曜日を記載してください。                                                                                                                      

 　　３　申請する事業に係る従業者全員（管理者を含む。）について，４週間分の勤務すべき時間数を記載してください。勤務時間ごとに区分して番号を付し，その番号を記載してください。

当該事業所における勤務時間
① ② ③ ④ ⑤
       (記載例－勤務時間　①８：３０～１７：００，②１６：３０～１：００，③０：３０～９：００，④休日)

 　　４　職種ごとに下記の勤務形態の区分の順にまとめて記載し，｢週平均の勤務時間｣については，職種ごとのＡの小計と，Ｂ～Ｄまでを加えた数の小計の行を挿入してください。

 　　　　　勤務形態の区分　Ａ：常勤で専従　Ｂ：常勤で兼務　Ｃ：常勤以外で専従　Ｄ：常勤以外で兼務

　 　５　当該事業所・施設に係る組織体制図を添付してください。

     ６「常勤換算後の人数」の算出に当たっては小数点第二以下を切り捨ててください。

　　　　７　「常勤換算後の人数」＝「週平均の勤務時間」　÷　「１週間に当該事業所・施設における常勤職員の勤務すべき時間数」

第　４　週
４ 週 の
勤 務 時
間 合 計

週 平 均
の 勤 務
時 間

常 勤 換
算 後 の
人 数

支援の種類（　　放課後等デイサービス　　）
事業所名（　　　　　　〇〇〇　　　　　　　　　）

勤務
形態

第　１　週 第　２　週 第　３　週

※実績で記載してください。
（シフト表（予定）ではありません。）

         (記載例)

１週間に当該事業所・施設における常勤職員の勤務すべき時間数

10：00～18：00 13：00～18：00 14：00～17：30 13：00～16：00 休日

必要に応じて番号を増

やしてください。

記載漏れ注意
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利用者数に関する調書（京都市）

名

　年　月 1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12 13 14 15 16

利用人数

17 18 19 20 21 22 23 24 25 26 27 28 29 30 31

利用人数

　年　月 1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12 13 14 15 16

利用人数

17 18 19 20 21 22 23 24 25 26 27 28 29 30 31

利用人数

備考 １　直近2月分の日々の利用人数を記載してください。※欠席児童は除きます。

＜対象サービス＞　　＊該当するサービスを○で囲んでください

児童発達支援，放課後等デイサービス，福祉型障害児入所施設，医療型障害児
入所施設

定員：

事業所名：

２　事業種別ごとに作成してください。ただし，多機能型事業所の特例を適用している事業所は，複数の対象サービスを選択のう
え合計利用人数を記載してください。

利用実績
合計数

利用実績
合計数

10 名

○年○月 1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12 13 14 15 16

利用人数 10 10 10 9 7 10 8 6 9 10 10 10 8 6 9 10

17 18 19 20 21 22 23 24 25 26 27 28 29 30 31

利用人数 10 10 9 8 10 7 10 10 6 10 10 10 8 10

△年△月 1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12 13 14 15 16

利用人数 8 9 10 9 7 10 10 6 9 10 10 10 8 6 10 10

17 18 19 20 21 22 23 24 25 26 27 28 29 30 31

利用人数 7 10 9 8 10 7 8 10 6 10 7 10 10 10 9

備考 １　直近2月分の日々の利用人数を記載してください。※欠席児童は除きます。

＜対象サービス＞　　＊該当するサービスを○で囲んでください

児童発達支援，放課後等デイサービス，福祉型障害児入所施設，医療型障害児
入所施設

定員：

事業所名： ○○○○

２　事業種別ごとに作成してください。ただし，多機能型事業所の特例を適用している事業所は，複数の対象サービスを選択のう
え合計利用人数を記載してください。

利用実績
合計数

270

利用実績
合計数

273

3
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医療的ケア児の利用日数等に関する調書
★医療的ケア児と看護職員の配置割合

支援の種類（　　　　　　　　　　　　　　　）
事業所名  （　　　　　　　　　 　　　　　　）

1日 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12 13 14 15 16 17 18 19 20 21 22 23 24 25 26 27 28 29 30 31

※

区分３（32点以上）

区分2（16点以上）

区分1（3点以上）

合計

区分３（32点以上）

区分2（16点以上）

区分1（3点以上）

合計

1日 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12 13 14 15 16 17 18 19 20 21 22 23 24 25 26 27 28 29 30 31

区分３（32点以上）

区分2（16点以上）

区分1（3点以上）

合計

区分３（32点以上）

区分2（16点以上）

区分1（3点以上）

合計

備考　　　1 ※には各月の曜日を記載してください。

合計

合計

医療的ケア
児利用児童
数

必要看護職
員数

配置看護職員数

配置看護職員数

（　　年　　月）

医療的ケア区分３の児童と看護職員の配置＝１：１（１：１）
医療的ケア区分２の児童と看護職員の配置＝２：１（1：0.5）
医療的ケア区分１の児童と看護職員の配置＝３：１（1：0.33）

（　　年　　月）

医療的ケア
児利用児童
数

必要看護職
員数

医療的ケア児の利用日数等に関する調書
　　★医療的ケア児と看護職員の配置割合

支援の種類（　　　　　　　　　　　　　　　）
事業所名  （　　　　　　　　　 　　　　　　）

1日 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12 13 14 15 16 17 18 19 20 21 22 23 24 25 26 27 28 29 30 31

月 火 水 木 金 土 日 月 火 水 木 金 土 日 月 火 水 木 金 土 日 月 火 水 木 金 土 日 月 火 水

区分３（32点以上） 1 1 1 1 1

区分2（16点以上） 1 1 1 1 1 1 1 1

区分1（3点以上） 2 2 2 2 2 2 2 2 1 2 2 2 2 2 2 2

合計 4 0 0 2 3 0 0 4 2 0 2 3 0 0 4 0 1 2 3 0 0 4 2 0 2 3 0 0 3 0 0

区分３（32点以上） 1 0 0 0 0 0 0 1 0 0 0 0 0 0 1 0 0 0 0 0 0 1 0 0 0 0 0 0 1 0 0

区分2（16点以上） 0.5 0 0 0 0.5 0 0 0.5 0 0 0 0.5 0 0 0.5 0 0 0 0.5 0 0 0.5 0 0 0 0.5 0 0 0 0 0

区分1（3点以上） 0.66 0 0 0.66 0.66 0 0 0.66 0.66 0 0.66 0.66 0 0 0.66 0 0.33 0.66 0.66 0 0 0.66 0.66 0 0.66 0.66 0 0 0.66 0 0

合計 2.16 0 0 0.66 1.16 0 0 2.16 0.66 0 0.66 1.16 0 0 2.16 0 0.33 0.66 1.16 0 0 2.16 0.66 0 0.66 1.16 0 0 1.16 0 0 18.73

2 1 1 1 1 1 1 2 1 1 1 2 1 1 1 1 19

区分３の医療的ケア児が1人・・・必要看護職員数は１人
区分２の医療的ケア児が1人・・・必要看護職員数は０．５人
区分１の医療的ケア児が２人・・・必要看護職員数は０．６６人
⇒必要看護職員数は合計２．１６人

医療的ケア
児利用児童
数

必要看護職
員数

配置看護職員数

　　医療的ケア区分３の児童と看護職員の配置＝１：１（１：１）
　　医療的ケア区分２の児童と看護職員の配置＝２：１（1：0.5）
　　医療的ケア区分１の児童と看護職員の配置＝３：１（1：0.33）

（　　年　　月）
合計
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医療的ケア児の サービス提供状況一覧表（　　　年　　　月分）

実績で記載してください。

1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12 13 14 15 16 17 18 19 20 21 22 23 24 25 26 27 28 29 30 31

＊

（例） 0 1 佐藤太郎 ①

備考　 1 ＊欄には当該月の曜日を記載してください。

　　２　利用実績のある日に該当する番号を記載してください。必要に応じて番号をふやしてください。

医療的ケア児へのサービス提供時間の実績

① ② ③ ④ ⑤
       (記載例－サービス提供時間　①１０：３０～１２：００，②１１：００～１２：００，③１３：３０～１５：３０  ）

医療的ケア児
氏名No

支援の種類（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）
事業所名（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）

医療
的ケ
ア区
分
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